
 

本別町議会 
 

議 会報告会 

町民懇談会 
 

  平成２６年４月１６日（水） 

       午後 ６時３０分 勇足地区公民館講堂２     １班 

       午後 ６時３０分 体育館２Ｆ中競技室      ２班 

 

  平成２６年４月１７日（木） 

       午後 ６時３０分 健康管理センター検診室    １班 

       午後 ６時３０分 仙美里地区公民館研修室    ２班 

  

  平成２６年４月１８日（金） 

       午後 ２時００分 美里別地区公民館第１会議室  １班 

       午後 ６時３０分 ふれあい交流館多目的ホール  ２班 

 

 

  班編成 

班名 議    員    名 

１班 方川(一 )議長・黒山議員・方川(英 )議員・笠原議員・小笠原議員・戸田議員

２班 林 副議長・高橋議員・山西議員  ・阿保議員・山田議員 



議会報告会次第 
 

    １．開会挨拶           

    ２．進め方の説明（司会）   

    ３．議会報告                       

      ・定数と任期及び議会の権限  ・・・・・・・・・ １ 

      １）平成２５年１月以降の活動について  

        ・本会議         ・・・・・・・・・ １ 

        ・委員会         ・・・・・・・・・ ５ 

        ・議員協議会       ・・・・・・・・・１０ 

        ・議会、委員会等の開催状況 ・・・・・・・・１２ 

        ・一般質問一覧表   ・・・・・・・・・・・１３ 

      ２）議案等審議状況      ・・・・・・・・・１５ 

      ３）平成２６年度 本別町各会計当初予算・・・・・１６ 

      ４）議員報酬、費用弁償    ・・・・・・・・・１８ 

      ５）十勝管内議員等 定数及び報酬一覧・・・・・・２０ 

      ６）議会活性化の取り組み概要(計画) ・・・・・・・２２ 

 

    ４．意見交換 

    ５．閉会挨拶 

 



3. 議 会 報 告 

・定数と任期 

 議員の定数は、地方自治法で人口規模に応じた本町の上限定数は１８名でした

が、地方自治法が改正され平成２３年８月から上限定数は撤廃されました。 

 現在、本別町議会の議員定数は１２名に定めています。 

 任期は４年で、平成２２年８月１０日から平成２６年８月９日となっており、

次回の町議会選挙は平成２６年の任期満了前に行われます。 

・議会の権限 

 町議会では、地方自治法により多くの権限が与えられ、それに沿って議会執行、

議員活動を行っています。 

 権 限 内      容 

議決権 条例を定める・改める、予算を定める、決算の内容を審査する、重

要な契約を結ぶ、その他・法律に定められている事柄を決めます 

調査権、検査権 町の仕事が正しく行われているかどうかを調べたり、検査をします

選挙権 議長、副議長、選挙管理委員などを選びます 

意見書提出権 国や北海道へ町民のための意見書を提出します 

請願受理権 町の仕事について町民の要望（請願、陳情）を受けます 

同意権 町長が任命する教育委員などに同意または不同意を行います 

１）平成２５年１月以降の活動について 

 

 

全議員が出席し、議会の最終的な意見を決定する最も重要な会議が本会議です。

本会議には、３月・６月・９月（１０月）・１２月の年４回定期的に招集され開か

れる『定例会』と、必要に応じて開かれる『臨時会』があります。 

 それぞれの日程は、町ホームページや町議会だより、新聞折り込みチラシなど

でお知らせしています。 

 

① 定 例 会 

 平成２５年第１回定例会  ３月５日・１２日（ナイター議会） 

・１３日・２１日 

・一般質問  ６名の議員から１０問の質問がありました。 

・当初予算  ９件 一般会計１件、特別会計６件、企業会計２件で９会計総額

予算は１１９億５９１万８千円 

・補正予算  ９件 一般会計補正予算（第１３回）  他 

 
 

－ １ － 

本 会 議 



・条例制定  ８件 本別町新型インフルエンザ等対策本部条例の制定  他 

 

 

 

 

 

・条例改正  ６件 本別町公営住宅管理条例の一部改正  他 

・その他   ３件 本別町過疎地域自立促進市町村計画の変更  他 

・意見書   ３件 ・環太平洋連携協定（ＴＰＰ）への交渉参加に反対する意

見書 

・生活保護制度の見直しと生活困窮者対策の充実を求める

意見書            

         ・平成２５年度地方財政対策に関する意見書 

 

 第２回定例会  ６月４日・１１日・１２日  

・一般質問  ３名の議員から６問の質問がありました。 

・専決処分の承認  １件 一般会計補正予算（第１５回） 

 

 

 

 

 

・補正予算  ８件 一般会計補正予算（第３回、第4回）  他 

 

 

 

 

 

 

・条例改正  ２件 本別町手数料徴収条例の一部改正  他 

・請負契約  ３件 平成２４年度栄町団地公営住宅建替工事（１３号棟）請負

契約、平成２５年度向陽町団地公営住宅改善工事（B棟̶

１７）請負契約、本別町学校給食共同調理場改築工事請負

契約 

・同意    １件 固定資産評価審査委員会委員選任について同意を求める件 

・その他   ５件 財産取得（路面清掃車１台）  他 

・意見書   ４件 ・札幌航空交通管制部の存続・充実を求める意見書 

          ・地方財政の充実・強化を求める意見書 

     ・道教委「新たな高校教育に関する指針」の見直しと地域

や子どもの実態に応じた高校づくりの実現を求める意見

書 

－ ２ － 

・新製品開発（本別産の小豆）に伴う調査・研究事業、商工活性

化センターの雨漏り屋上修繕、仙美里小学校体育館ステージ暗幕

修繕、木材（白樺、柳等）を有効に利活用するため支障木を研究

所に運搬するための費用等の補正を行いました。 

専決処分の承認を求める件：専決処分（せんけつしょぶん）とは、本来、議会

の議決・決定を経なければならない事柄について、町長が地方自治法の規定に

基づいて、議会の議決・決定の前に自ら処理することをいいます。 

国の新型インフルエンザ等対策特別措置法制定に伴い、本町

においても、対策本部の組織及び運営に関し、必要な事項を

定めるため条例制定しました。 



（意見書）     ・憲法第９６条の改正に反対する意見書 

 

 第３回定例会  １０月１日、８日、９日 

・一般質問  ５名の議員から７問の質問がありました。 

・補正予算  ５件 一般会計補正予算（第９回）  他 

・条例制定  １件 本別町子ども・子育て会議条例の制定 

・請負契約  １件 仙美里簡易水道配水管整備工事請負契約 

・同意     ２件 副町長選任、教育委員会委員任命について同意を求める件 

・その他   １件 北海道後期高齢者医療広域連合規約の変更 

・意見書   ４件 ・義務教育費国庫負担制度堅持・負担率１／２への復元、

「３０人以下学級」の実現をめざす教職員定数改善、就

学保障充実など２０１４年度国家予算編成における教育

予算確保・拡充に向けた意見書 

          ・生活保護基準引き下げの撤回を求める意見書 

          ・来年４月からの消費税増税の実施中止を求める意見書 

          ・森林・林業・木材産業施策の積極的な展開に関する意見

書 

 

 第４回定例会  １２月２日、１０日、１１日 

・一般質問  ４名の議員から６問の質問がありました。 

・補正予算  ８件 一般会計補正予算（第１１回）  他 

・決算    ９件 一般会計１件、特別会計６件、企業会計２件で２４年度９

会計の決算総額は１１７億８,３３５万８千円 

・条例改正  ７件 本別町敬老祝金条例の一部改正  他 

 

 

 

 

 

・議員発議  １件 本別町議会委員会条例の一部改正 

 

 

 

 

 

 

 

－ ３ － 

・長寿を祝福する敬老祝い金は、現行の７７歳を廃止、８８歳を８

５歳に変更となりました。（１００歳については変更ありません）

変更の理由は、平均寿命が延びていることや、他の福祉サービスの

充実を図るために見直しました。 

・議会活性化の取り組みの中に、議会広報の常任委員会化の項目がありま

した。平成２１年から継続検討の結果、議会広報の発信力を高めるため執

行機関などの事務のうち、５つの項目を所管し、また、町民から信頼され

る開かれた議会を目指すため「広報広聴常任委員会」を設置しました。 



・意見書   5 件 ・特定秘密保護法案の制定に反対する意見書 

     ・道州制導入に反対する意見書 

・２０１４年度地方財政の確立を求める意見書 

          ・高規格幹線道路整備促進に関する意見書 

          ・利用者本位の持続可能な介護保険制度の確立を求める意

見書 

 

 平成２６年第１回定例会  ３月４日・１１日（ナイター議会） 

                          ・１２日・２０日 

・一般質問  ４名の議員から８問の質問がありました。 

・当初予算  ９件 一般会計１件、特別会計６件、企業会計２件で９会計総額

予算は１１３億４,４２３万６千円 

・補正予算  ９件 一般会計補正予算（第１４回）  他 

・条例改正  ２件 本別町学校給食共同調理場条例の全部改正  他 

・その他   ４件 北海道市町村職員退職手当組合規約の変更  他 

・意見書    ４件 ・地方自治体の臨時・非常勤職員の待遇改善と雇用安定の

ための法改正に関する意見書 

          ・集団的自衛権に関する憲法解釈の変更に反対する意見   

           書 

          ・特定秘密保護法の廃止を求める意見書 

          ・ＴＰＰ等交渉国際貿易交渉に係る意見書 

 

② 臨 時 会 

 平成２５年第１回臨時会  ２月１８日 

・専決処分の承認  １件 一般会計補正予算（第１１回） 

・補正予算  ２件 一般会計補正予算（第１２回）  他 

 

 第２回臨時会  ４月２６日 

・補正予算  １件 一般会計補正予算（第1回） 

・条例改正  ４件 本別町税条例の一部改正  他  

・その他   ２件 戸籍電算システム導入のための財産取得  他 

 

 

 

 

  

 

・同意    １件 固定資産評価委員選任について同意を求める件 

 

－ ４ － 

・紙による戸籍事務を行ってきましたが、戸籍の正確性の確保と未来永劫維

持、事務処理の迅速化、住民サービスの向上を図るため、システム機器の導

入をしました。また、冬期間の除雪作業用として、除雪トラック１０ｔ級ダ

ンプ型１台を更新しました。 



 第３回臨時会  ８月２日 

・専決処分の承認  ２件 一般会計補正予算（第５回、第６回） 

・補正予算  ３件 一般会計補正予算（第８回）  他 

 

 平成２６年第１回臨時会  ２月６日 

・条例制定  １件 本別町一般職の任期付職員の採用等に関する条例の制定 

・補正予算  ２件 一般会計補正予算（第１２回）  他 

・条例改正 １２件 本別町立へき地保育所条例の一部改正  他 

 

 

 

 

 

・その他   １件 十勝東北部障害程度区分判定審査会共同設置規約の変更 

 

 

 

 

 町議会が、限られた期間で多くの議案などを審議するには、本会議だけでは十

分でないため、本会議の議決前に専門的に詳しく事前審査したり、調査・研究を

行う委員会を設置しています。 

 

議会運営委員会、総務常任委員会、産業厚生常任委員会 

 上記委員会とは別に、臨時的なもの、重要な案件などを特別に審査したり、調

査・研究するために設置される「特別委員会」があります。 

 25年中は「議会広報特別委員会」（平成２６年１月１日より広報広聴常任委員

会となりました）が、議会だよりの編集などを行っているほか、「予算審査特別委

員会」、「決算審査特別委員会」を設置し、審査・調査を行いました。 

 

① 議会運営委員会 

 １．委員会開催日 

  １月１７日、 ２月１４日、 ３月 １日、 ３月 ８日、 ４月１０日、 

  ５月１６日、 ５月２９日、 ６月 ７日、 ８月１２日、 ９月１７日、 

  ９月２７日、１０月 ４日、１０月２３日、１１月１９日、１１月２８日、 

１２月 ６日 

計１６回 

  

 

 

－ ５ － 

委 員 会 

（平成２５年中の取り組み） 

議会の運営を調整したり、議会の

活性化を取り組む委員会です。 

・平成２６年度より、満１８歳に達する日以降の最初の３月３１日まで

の間にある子を３人以上扶養している場合は、３人目以降の児童の保育

料は無料となります。 



２．行政視察研修 

   ７月２３日・２４日・２５日 

    ・豊浦町   豊浦町議会の活性化の取り組みは、本別町議会の議会活

性化の取り組みと同じ平成１１年にスタートし、さらに町

村合併を行わないことにより町が策定した行政改革プラン

に呼応し、さらなる活性化が取り組まれ、第２次議会活性

化（改革）の取り組みにより議会基本条例の制定が行われ

活性化の取り組みが進められています。 

 

    ・白老町   白老町議会の活性化の取り組みは、第１次議会改革、第

２次議会改革、自治基本条例の制定、第３次議会改革と間

断なく体系的に取り組まれていました。また、議会基本条

例は制定されておらず、自治基本条例の中に議会の責務と

して「不断の議員改革」を定めて取り組まれています。 

 

 

② 総務常任委員会  

 １．所管事務調査 

   １月２３日 

◆学校給食共同調理場改築調査設計委託について調査しました。 

 学校給食共同調理場改築にあたっての基本的理念として、①高い衛生

管理と安全・安心でおいしく栄養のバランスのとれた給食の提供、ハサ

ップ方式によるドライシステム、食物アレルギーのある児童生徒に対応

できる調理施設。②食育の推進と情報発信機能の充実を目指した施設。

③環境に配慮した効率的で質の高い施設・設備の導入を目指して改築す

るものです。 

平成２５年８月 工事着工  平成２６年４月 供用開始 

総工費概算額 ６億７,３００万円（施設工事費他） 

 

４月２５日 

◆旧営林署苗畑跡地の現状と利活用について調査しました。 

平成２０年９月に公益性の高い土地と判断し、北海道森林管理局から

取得しました。 

地目 雑種地  面積 ５８,７６９.５９㎡ 

条件等は北海道森林管理局と紳士協定の中で概ね１０年間は「緑地」

として利用していくこととしています。 

当面は各レクリエーション、各イベントに利用し、将来的には公共施

設などの有効活用を図るため検討していきます。 

 

 

－ ６ － 

総務、住民、くらし、教育等に関する

案件を審査・調査します。 



８月 ９日 

◆課、室の統合及び定員管理の進捗状況と財政の効果について調査しま

した。 

定員数は平成１５年度２７４人から平成２４年度で２４４人と３０人

の減となっています。 

町債残高 平成１５年度末：９１億７,５００万円 

     平成２３年度末：６３億５,３００万円 

機構改革 平成１７年度：建設課と水道課を統合、政策室を廃止し業

務を総務課と地域振興課に再編、地域振興課を企画振興課

に変更、福祉課を保健福祉課に、総合ケアセンターと健康

管理センターを保健福祉課の内部局に設置されました。 

     平成２１年度：住民課と税務課を統合 

 

 ２．行政視察研修 

   １１月１２日・１３日 

・遠軽町  遠軽町生田原宿泊施設「キララン清里」において、旧生

田原町清里小中学校廃校後の校舎の利活用について調査を

いたしました。地元住民から学校の面影を残した活用をと

強い要望があり、地元住民と検討の結果、自治会行事、公

民館の代替施設としての利用や各種自然体験宿泊型の交流

研修施設として整備されています。 

 

・清水町  昭和３１年に１５校あった小学校は、平成１２年には８

校に、平成１８年には２校に統合が進められています。 

     学校跡地の有効活用を図るため、教育委員会による地域

説明会と並行して、役場内に助役を委員長とした「閉校施

設等検討委員会」を設置し検討されてきました。その結果、

北海道芸術高等学校、小規模多機能サービスの拠点、その

他、展示施設、地域集会所などに活用されています。 

 

  このほか、各取り組みについてを協議するため、６月４日、９月２７日、１１

月１９日にも委員会を開催しています。 

 

③ 産業厚生常任委員会 

 １．所管事務調査 

２月 ６日 

◆病院の入院・外来患者数、診療体制、事業収益の状況と今後の見通し

について調査しました。 

 

 

－ ７ － 

農林業、商業、建設、福祉などの案件

を審査・調査します。 



平成２４年４月～１２月の入院患者数は１３,８１９人で前年対比で

０.１％の増、外来患者数は４８,１５０人で４.９％の増。また、入院収益

は３億６,５２５万８千円で前年対比１０.４％の増、外来収益では３億５,

２４７万４千円で２.３％の減となっています。 

      

４月２２日 

◆人口減に伴う商工業の動向と今後の対応について調査しました。 

本別町の人口は、昭和３４年の１８,８５８人をピークに年々減少し、

平成２５年２月末日では８,０１９人となっています。 

商業では昭和４１年、２９４軒、従業者数１,２２２人から、平成１９

年には１１２軒、従業者数５５３人、また工業では、昭和４５年、４２

事業所、従業者数９４２人から、平成２２年には１２事業所、従業者数

３１０人といずれも減少しています。 

今後の中期的な方向として４項目にわたって説明がありましたが、商

工業振興のための施策概要として、①商工業者への直接的な支援、②商

工団体への支援、③起業家支援、④企業立地、企業誘致の取り組み、⑤

観光振興・特産品開発の取り組みが説明されました。 

 

９月 ９日 

◆老人福祉施設の入所状況及び介護施設（小規模多機能型居宅介護事業

施設）利用状況について調査しました。 

特別養護老人ホーム入所申し込みは、平成２５年７月３１日現在１３

１人（町内１１０人、町外２１人）ですが、緊急度の高い人は５、６人

と考えられています。 

特別養護老人ホーム入所者（平成２５年７月３１日現在）状況は、①

入所者数４９人、②平均介護度３.９８、③平均年齢８９歳５カ月となっ

ています。 

 

 ２．行政視察研修  

   １１月５日・６日・７日 

    ◆学校跡地再利用での地域活性化への取り組みについて視察研修をしま

した。 

     ・新冠町  平成１６年に小学校を９校から２校にすることを表明し、

平成２０年４月に７校が閉校しました。平成１８年５月か

ら学校跡地の再利用第１次募集を開始し、平成２２年まで

に６校を売却、残る１校は町が再利用するとして７校全て

の再利用が決まりました。 

           閉校となった東川小学校は、住宅型有料老人ホーム（入

所者２３人）や軽費老人ホーム（入所者１０人）としてそ

れぞれ開業しています。地域との結びつきを大事にし、雇

用の確保、交流など取り組んでいます。 

－ ８ － 



    ◆ウェルシーフード構想について視察研修しました。 

     ・伊達市  伊達市はウェルシーフード構想（豊穣な食材）をコンセ

プトに、基幹産業である１次産業を活性化することが、地

域活性化につながると位置づけ各種事業を実施しています。 

           ハウス団地の整備、地元食材のメニュー開発、加工品の

ブランド化、新たな産地化を目指してイチゴの栽培などの

取り組みが行われています。これらの取り組みによって生

産された商品は、観光物産館を整備し販売しており好評と

のことです。 

 

このほか、各取り組みについてを協議するため、３月５日、４月２６日、６月

４日、１１月１９日、１２月２日にも委員会を開催しています。 

 

④ 議会広報特別委員会（平成２６年１月１日から広報広聴常任委員会に変更） 

 

 

 １．委員会開催日 

議会だより６４号  １月１０日・１７日 

議会だより６５号  ３月１３日・２９日、 ４月１２日・１７日 

議会だより６６号  ６月１１日、 ７月 ３日・１２日・１８日 

   議会だより６７号 １０月 ９日・２５日、１１月１５日、１１月１９日 

議会だより６８号 １２月１１日・２６日 

計１６回 

 ２．議会広報研修 

  ８月１９日・２０日 

   札幌市で全道の研修があり３名が参加しました。 

 

⑤ 平成２５年度各会計予算審査特別委員会 

  ３月１８日・１９日 

   平成２５年度一般会計ほか６特別会計、２企業会計の予算（案）、総額 

１１９億５９１万８千円を原案のとおり可決しました。 

 

⑥ 平成２４年度各会計決算審査特別委員会 

  １０月２２日・２３日 

   平成２４年度一般会計ほか６特別会計、２企業会計の決算、総額 

１１７億８,３３５万８千円の決算を認定しました。 

 

 

－ ９ － 

平成9年より毎年4回の「議会だより」

を発行しています。 



 

 

 

 

 

① 議員協議会 

２月１４日 

 

町民懇談会について、議会基本条例について、議会運営にお

ける了解事項について・・・他 

３月 ５日 

 

白糠町との連携協定について、本別デジタルテレビ放送中継

局無償譲渡について・・・他 

 ４月１０日 町民懇談会について・・・他 

６月 ４日 

 

消防の広域化について、本別高校の存続に向けた今後の支援

策について、交際費の支出基準等について・・・他 

７月 ８日 太陽の丘循環バス運行経路の変更及び追加について・・・他 

１０月 １日 カラマツ等を資源とする北海道活性化プロジェクトについて 

・・・他 

１１月 ８日 広報特別委員会の常任委員会化について・・・他 

１１月１９日 

 

議会の会議規則、委員会に関する条例等に関する事項につい

て・・・他 

１２月 ２日 十勝圏における消防広域化に向けた検討経過について・・・

他 

１２月１０日 障害者福祉サービス提供事業所への特別地域加算金の未支給

について・・・他 

計１０回 

 

 

 

 

 ■町民懇談会          ４月１６日、１８～１９日 町内６カ所 

 

 ■子ども議会体験学習 

本別中央小学校６年生５１人 １２月１６日 

 

 ■議長との対話室 

個人（本別町民） １１月２６日 

 

 

 
 

 － １０ － 

そ の 他 

（平成２５年中の取り組み） 

議会の行事・運営の全体的活動につ

いて協議する場です。 

議員協議会 

（平成２５年中の取り組み） 



 ■ボランティア活動 

雪あかりナイト協力（キャンドル作り等） １月２４日～ ２月 １日 

本別町町民植樹祭（新生） ５月１７日 

道路脇等のゴミ拾い（本別川沿い） ５月１７日 

 

 ■議員研修等 

十勝林活議連協議会役員会 ４月２６日、９月３０日 帯広市 

十勝林活議連協議会総会 ６月 ３日 帯広市 

北海道町村議会議長会議員研修 ６月２７日 札幌市 

本別町林活議連役員会 ６月 ４日、１０月 １日  

本別町林活議連総会 ６月１２日  

十勝林活議連合同研修会 １１月 １日 池田町 

十勝町村議会議長会議員研修 １１月 ８日 中札内村 

                       他、予算・決算勉強会など 

 

 ■視察対応 

豊島区議会行政視察（公明党豊島区議団）  ９月２日 

○ソーシャルファームジャパン十勝農業について 

大樹町議会 １１月１８日 

 ○成年後見人制度について 

 

 ■議長の動静（主なもの） 

北海道横断自動車道期成会要望 １月１４日～１６日 札幌市、東京都

十勝町村議会議長会定例会 ２月２２日、４月１７日 帯広市 

一部事務組合議会定例会 ２月１９日、１１月２８日 帯広市 

帯広市本別会総会 ３月３０日 帯広市 

十勝圏活性化推進期成会総会 ５月２３日 帯広市 

道町村議会議長会定期総会 ６月 ５日 札幌市 

東京本別会 ６月２２日 東京都 

札幌本別会 ６月２３日 札幌市 

一部事務組合議会臨時会 ７月２２日 帯広市 

北海道横断自動車道期成会要望 ７月２９日～３０日 札幌市、東京都

十勝町村議会議長研修会 ８月２７日 浦幌町 

全国議長大会及び北海道横断自

動車道期成会要望 

１１月１２日～１４日 東京都 

・・・他 

 

 

 － １１ － 



 (１) 本会議

 (２) 常任委員会

 (３) 議会運営委員会

 (４) 特別委員会（予算・決算・広報）

 (５) 議員協議会、町民懇談会

 (６) 会議日数計

２５.１.１～２５.１２.３１

会期日数

他会議延日数

参考

本会議日の 一般傍聴者区分 本会議
日　数

計
その他の
休会日数

年間計（７回）

4日   

3日   

3日   

3日   

13日   

６月

１０月

１２月

計

定
例
会

臨時会（３回）

１回

２回

３回

４回

３月

32日   45日   

3日   0日   3日   

16日   32日   48日   

13日   

6日   

6日   

7日   

17日   

9日   

9日   

10日   

45人     

29人     

21人     

12人     

107人     

4人     

111人     14日       

3日       

4日       

2日       

4日       

13日       

1日       

傍聴者

開 催 延 日 数
傍聴者

付託事件審査 所管事務調査 計

会期中 閉会中

所管事務調査付託事件審査

14日

開 催 延 日 数

2人
会期中

0日 0日 5日 9日

計

閉会中

会期中 閉会中 会期中 閉会中
16日 1人

0日 0日 4日 12日

開 催 延 日 数
傍聴者

予算・決算付託事件審査 広報編集会議 計

会期中 閉会中 会期中 閉会中
20日 7人

2日 2日 4日 12日

開 催 延 日 数
傍聴者

議員協議会 町民懇談会 計

会期中 閉会中 会期中 閉会中
16日 87人

5日 5日 0日 6日

208人
16日 20日 46日

－　１２　－

開 催 延 日 数 傍聴者

本会議 会期中 閉会中

82日

計

議会・委員会等の開催状況



 

 

 

平成２５年３月 第１回定例会 

順 議 員 名 質 問 事 項 

１ 大 住 啓 一
行政改革の取り組みとこれからの進め方は 

消防広域化の状況について 

２ 黒 山 久 男 農産物ものづくり館（ゲンキッチン）の運営について 

３ 高 橋 利 勝
障害者総合支援法の施行にあたって 

地方分権、地方自治の確立について 

４ 阿 保 静 夫

市民後見人養成と支援体制を 

少子化に対応した少人数学級の推進を 

ＴＰＰ参加反対の声、一層の喚起を 

５ 戸 田 徹 食物アレルギーの緊急時の具体的対策 

６ 林 武 平成２５年度町政執行方針について 

 

平成２５年６月 第２回定例会 

順 議 員 名 質 問 事 項 

１ 大 住 啓 一 急激な人口減少に対する対策は 

２ 阿 保 静 夫

旧営林署苗畑跡地の利活用に町民アイデアを 

町の各種助成金等に商品券活用は 

成人の風疹予防接種に助成を 

３ 高 橋 利 勝
人口減対策について 

水道料金、下水道料金について 

 

 

 

 

 

 

 

－ １３ － 

一般質問 一覧表 



平成２５年１０月 第３回定例会 

順 議 員 名 質 問 事 項 

１ 阿 保 静 夫 
町長５期目の基本姿勢は 

住宅リフォームの助成制度の創設を 

２ 戸 田 徹 保健福祉課の分離の考え方と今後の福祉の展開は 

３ 高 橋 利 勝 
５期目の町政執行について 

生活保護費引き下げの影響は 

４ 小 笠 原 良 美 町民が健康に暮らすための環境づくりについて 

５ 林 武 森林・林業・木材産業の現状と課題 

 

平成２５年１２月 第４回定例会 

順 議 員 名 質 問 事 項 

１ 阿 保 静 夫 
ふるさと納税制度のさらなる活用を 

後期高齢者医療保険料の今後の状況は 

２ 高 橋 利 勝 
消費税増税にともなう公共料金への影響について 

農業の振興について 

３ 黒 山 久 男 町道（舗装道路）の整備について 

４ 小 笠 原 良 美 鳥獣被害防止の具体策について 

 

平成２６年３月 第１回定例会 

順 議 員 名 質 問 事 項 

１ 山 田 鶴 雄 歩道内電柱等の移設について 

２ 高 橋 利 勝 

子宮頸がんワクチンの接種について 

子ども未来課の設置と保健福祉課の体制について 

本別高校の間口確保について 

３ 阿 保 静 夫 

農業振興をさらに進めるには 

空襲体験のあるわが町ならでは平和教育を 

介護保険制度改定議論、その影響は 

４ 林 武 平成２６年度町政執行方針について 

－ １４ － 



２) 議案等審議状況（２５．１．１～２５．１２．３１）

（１）付議事件数等　　　（単位：件）

常任 特別

条　　　　　例 24 4 28 28

予　　　　　算 39 6 45 36 9

決　　　　　算 9 9 9

その他事件 19 3 22 19 3

専決処分（法１７９） 1 3 4 4

専決処分（法１８０） 4 2 6 - - - 6

計　　　Ａ 96 18 114 87 0 18 9

原　案　可　決 89 16 105

修　正　可　決 0

否　　　　　決 0

審　議　未　了 0

報　告　済　み 7 2 9

翌年へ継続 0

計　　　（Ａ） 96 18 114 常任 特別

条　　　　　例 1 1 1

意　　見　　書 16 16 16

決　　　　　議 0

規則／その他 0

計　　　Ｂ 17 0 17 17

原　案　可　決 17 17

修　正　可　決 0

否　　　　　決 0

撤　　　　　回 0

審　議　未　了 0

翌年へ継続 0

計　　　（Ｂ） 17 0 17

113 18 131

（２）前年からの継続審議　　　（単位：件）

計

種類 意　　見　　書 0 0 常任 特別

結果 撤　　　　　回 0 0 0 0 0

委員会付託

町

　
長

　
提

出

種

類

結

果

本会議
即　決

委員会付託

本会議
即　決

委員会付託

議
員

議

員

提

出

種

類

結

果

年間延件数（Ａ＋Ｂ）

提出者別・種類別

－ １５　－　

◆審議方法

提出者別・種類別 定例会 臨時会 計
本会議
即　決

委員会付託
報告



３）　平成２６年度　本別町各会計当初予算

　(１) 一般会計 (単位：千円)

20.

21.

合　　　　　　　　計

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.

9.

10.

11.

12.

13.

228,737

509,710

6,375,564

町税

6,375,564

款      別

平成２６年度

当 初 予 算 額

歳      出 平成２６年度

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

730,325

6,924

756,379

1

5,000

15,890

416,166

261,938

地方特例交付金

地方交付税

909,506

139,553

827,018

242,776

当 初 予 算 額

81,954

855,962

1,210,357

964,874

公債費

諸支出金費

消防費

教育費

災害復旧費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

繰越金

諸収入

町債

14.

13.使用料及び手数料

国庫支出金

道支出金

財産収入

寄付金

35,000

－　１６　－

3,070,873

14.

15.

16.

17.

18.

19.

合　　　　　　　計

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

1,604

106,440

123,253

511,180

263,932

予備費

歳      入

42,765

4

320,090繰入金

2,435

1,809

272

88,724

600

17,305

1,772

款      別

議会費

総務費

民生費

衛生費



 (２) 特別会計、企業会計                 (単位：千円) 

区        分 平成２６年度当初予算額 

 

特 

 

 

別 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

介 護 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計

簡 易 水 道 特 別 会 計

公 共 下 水 道 特 別 会 計

１，２１０，０１８ 

１２４，４３８ 

８６８，０７１ 

２７１，１０７ 

１１３，２５４ 

５２７，６３７ 

企

業 

水 道 事 業 会 計

国 民 健 康 保 険 病 院 事 業 会 計

２９２，７２７ 

１，５６１，４２０ 

合     計 ４，９６８，６７２ 

 

 (３) 平成２６年度議会費予算                 （単位 千円） 

予 算 額 
   区       分 

説     明 
節 金   額 

  ８１，９５４ 

 

 

内訳 

 議員人件費 

   ５１，４０８ 

 職員人件費 

   ２３，５４９ 

 議会事業費 

    ６，９９７ 

１．報 酬 

 

２．給 料 

３．職員手当等 

 

４．共済費 

 

 

７．賃 金 

９．旅 費 

 

 

10．交際費 

11．需用費 

 

 

 

12．役務費 

 

 

13．委託料 

14．使用料及び賃借料

19．負担金補助 

  及び交付金

２８，５８３

１２，９４８

１６，１７１

１７，２５５

１，７０４

１，８１４

２５０

１，３１０

３０８

４６８

７９０

３５３

議員報酬(8月まで11人、9

月から12人) 

一般職給(３人) 

議員手当     9,319

職員諸手当     6,852

共済組合等納付金 

議員      13,506

一般職      3,749

臨時賃金(１人) 

費用弁償     1,029

普通旅費      181

特別旅費      604

議長交際費 

消耗品費       398

食糧費        82

印刷製本費     830

通信運搬費     174

広告料        17

 手数料            117

会議録調製業務委託 

バス借上料 

負担金(十勝町村議長会) 

 

－ １７ － 



４）議員報酬、費用弁償 

(1) 議員報酬及び特別職給与 

区  分 月 額 (円) 適用年月日 

議長 

副議長 

常任委員長 

議員 

議運委員長 

２９２，０００

２３０，０００

２０４，０００

１８５，０００

２０４，０００

平成１７年４月１日 

〃 

〃 

〃 

〃 

町長 

副町長 

教育長 

７４７，０００

６１６，０００

５６２，０００

平成１７年４月１日 

〃 

〃 

監査委員(職見) 

監査委員(議選) 

９８，０００

５２，０００

平成１７年４月１日 

〃 

 

(2) 議会議員の期末手当 支給率の推移 

  

適用年月日 ６月 １２月 合  計 

平成３年１２月１日 ２５０／１００ ２９５／１００ ５４５／１００ 

〜

平成１７年 ４月１日 ２１０／１００ ２３０／１００ ４４０／１００ 

平成２１年 ６月１日 １９０／１００ ２３０／１００ ４２０／１００ 

平成２１年１２月１日 １９０／１００ ２２５／１００ ４１５／１００ 

平成２２年１２月１日 １９５／１００ ２００／１００ ３９５／１００ 

平成２３年 ４月１日 １９０／１００ ２０５／１００ ３９５／１００ 

平成２４年 ４月１日 １９０／１００ ２０５／１００ ３９５／１００ 

平成２５年 ４月１日 １９０／１００ ２０５／１００ ３９５／１００ 

 

(３) 議会議員の期末手当加算 （平成１４年１２月１日から凍結） 

 第５条第２項 期末手当の額は、議員報酬の月額及び議員報酬の月額に１００分の１

５を乗じて得た額の合計額に、次の割合を乗じた額とする。 

  ６月 １００分の１９０、１２月 １００分の２０５ 

 

 附 則   ４ 当分の間、第５条第２項中「及び議員報酬の月額に１００分の 

      １５を乗じて得た額の合計額」の規定については適用しない。 

－ １８ － 



(４) 議員の費用弁償（平成１７年４月１日適用）        （単位：円） 

区

分 
車  賃 

日 当 宿 泊 料 
食卓料 

夏期 

割増料甲地方 乙地方 甲地方 乙地方 町内 

金 

 

額 

１㎞につき30円 

道内市 1,200円 

道外  2,400円 

 

2,200 2,200 12,500 9,800

 

6,000 

 

2,200 500

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ １９ － 

  

 甲・乙地方とは・・・ 東京都、政令指定都市（札幌市を除く）をいい、乙地方と

は、その他の地域をいいます。 

 食卓料とは・・・・・ 船賃または航空賃の中に、食事料が含まれていない場合は

別に食事代を必要とするので、その費用に充てるため食事料

を支給するものです。 

 夏期割増料とは・・・ ５月１日から１０月３１日までの期間で宿泊をした場合、

宿泊料に５００円を加算するものです。 

用語解説 



　 　5)　十勝管内議員等　定数及び報酬一覧

平成２６年３月作成

旧
上限数

現 定数
順
位

順
位

順
位

陸 別 町 2,601 14 8 175,000 円 11 3.85 カ月 - ％ 2,773,750 円 11 680,000 円 15

更 別 村 3,360 14 8 152,000 円 17 3.95 カ月 - ％ 2,424,400 円 17 650,000 円 17

豊 頃 町 3,414 14 9 160,000 円 16 3.95 カ月 0.15 ％ 2,576,000 円 13 720,000 円 10

中 札 内 村 4,085 14 8 161,000 円 14 3.90 カ月 - ％ 2,559,900 円 15 682,000 円 14

上 士 幌 町 4,995 18 11 165,000 円 13 3.95 カ月 0.15 ％ 2,656,500 円 12 740,000 円 8

鹿 追 町 5,623 18 11 183,000 円 9 4.25 カ月 0.15 ％ 3,001,200 円 6 750,000 円 5

浦 幌 町 5,329 18 13 145,000 円 18 3.85 カ月 - ％ 2,298,250 円 18 626,000 円 18

大 樹 町 5,905 18 12 175,000 円 11 3.95 カ月 - ％ 2,791,250 円 10 684,000 円 13

士 幌 町 6,429 18 12 195,000 円 5 3.95 カ月 - ％ 3,110,250 円 3 750,000 円 5

新 得 町 6,451 18 12 188,000 円 6 4.10 カ月 - ％ 3,026,800 円 4 766,000 円 4

池 田 町 7,379 18 13 161,000 円 14 3.95 カ月 - ％ 2,567,950 円 14 698,000 円 12

足 寄 町 7,439 18 13 209,000 円 3 0.00 カ月 - ％ 2,508,000 円 16 740,000 円 8

広 尾 町 7,610 18 13 185,000 円 7 3.95 カ月 - ％ 2,950,750 円 8 667,000 円 16

本 別 町 7,907 18 12 185,000 円 7 3.95 カ月 - ％ 2,950,750 円 8 747,000 円 7

清 水 町 9,971 18 13 183,000 円 9 4.45 カ月 - ％ 3,010,350 円 5 700,000 円 11

Ｄ 芽 室 町 19,364 22 16 198,000 円 4 3.00 カ月 - ％ 2,970,000 円 7 795,000 円 3

幕 別 町 27,688 26 20 212,000 円 2 3.95 カ月 - ％ 3,381,400 円 2 830,000 円 2

音 更 町 45,463 26 22 235,000 円 1 3.95 カ月 - ％ 3,748,250 円 1 859,000 円 1

月額報酬
期末手当
６・12月

特別加算支
給率

年間報酬額

Ａ

人
口
区

町村名
人口 26年
1月末現在

議員定数（人） 議　員　報　酬　（議員一人当たりの報酬）

Ｂ

Ｅ

－　２０　－

町村長（月額）



旧
上限数

現 定数

18町村 ３町

3.72 0.15

11町村 ２町

3.67 0.15

５１町村 １７町村

3.81 0.15

- ５３町村

3.88 0.14

※この数値は、町村議会実態調査集計表（平成２５年7月現在）を利用しています。

※人口は各町村のホームページの公開情報を利用しています。

※人口区分

平成22年に実施した国勢調査人口数により区分されます。平成２４年７月分から区分が変更しています。

区分

Ａ ～ 4,999人

Ｂ 5,000人 9,999人

Ｃ 10,000人 14,999人

Ｄ 15,000人 19,999人

Ｅ 20,000人

円

国勢調査　人  口

円 カ月 ％ - 円 691,735

％ - 円 690,525 円

全道
１４４町村平均

- 17.0 11.4 175,274

円 715,273 円

人口区分　Ｂ
全道５２町平均

- 18.0 11.7 175,806 円 カ月

円

人口区分　Ｂ
十勝１1町平均

6,822 18.0 12.3 179,455 円 カ月 ％ 2,806,550

円 カ月 ％ 2,850,319 円 726,889

町村長（月額）
月額報酬

期末手当
６・12月

特別加算支
給率

年間報酬額

十勝管内平均 10,056 18.2 12.6 181,500

区分
人口 26年
1月末現在

議員定数（人） 議　員　報　酬　（議員一人当たりの報酬）

－　２１　－



６）議会活性化の取り組み概要（計画）

区分 検討項目 取り組み内容 年　度

・本会議、委員会
等の運営

・全議員による審議が望ましいとの観
点から本会議中心の議会運営を行う
が、議案によっては、さらに審議を深
めるため、調査、審査機関としての常
任委員会・特別委員会を積極的に開催
します。
・議員協議会（自治法一部改正：平成
２０年６月公布）は事前審議とならな
いように慎重に開催します。

平成２２年度
（実施中）

・質疑、質問回数
(３回)の制限につ
いて

・本会議の質疑回数は規則第５５条で
規定されています。委員会では規則第
６７条で自由に質疑、意見を述べられ
るとされていますが、申し合わせで本
会議規定を尊重しています。議員定数
削減の以前にもまして、活発な議員発
言が求められており、各委員会は回数
制限を撤廃いたします。

平成２３年度
（実施済）

・議会広報特別委
員会の常任委員会
への移行

・議会の広報は「自宅にいながらにし
て議会を見ているような紙面づくり」
を目標に平成９年から６７号を発行し
てきました。特別委員会から常任委員
会への移行を進めます。
（平成２６年１月から常任委員会化を
実施）

平成２５年度
（実施済）

・自治基本条例の
共同作成

・町民、町とともに自治基本条例を作
成していきます。

平成２４年度
（検討中）

・通年議会制の導
入

・議会活動の活性化と機能の充実を図
るため、また、災害時などの緊急対応
のため通年議会制を検討します。

平成２５年度
（検討中）

・住民投票制度の
システムを検討す
る

・議会制民主主義を補完する観点か
ら、民意を問うなどのため、住民投票
システムを、今後、必要時に検討、審
議を行います。

随時検討

・議場施設は将来
どうあるべきか

･一般質問席を対面式としたり(平成１０
年）報道席の改善を行いました。各委
員会の傍聴席の確保のため、委員会開
催方法（出前講座、場所の変更）を検
討します。改築時には議場、委員会室
の議席数と傍聴席数の調整を行いま
す。

平成２３年度
（継続検討）
２５年度一部

実施

①
議
会
の
運
営

－　２２　－



検討項目 取り組み内容 年　度

・議会運営基準の
見直し

・現状に合わせて一部改正します。 平成２２年度
（実施済）

・行政視察につい
て

・まちづくり先進地の道外市町村の視
察のあり方について検討します。

平成２２年度
（継続検討）

・議会モニター制
度の設置

・「議会モニター制度」については、
モニター制度を活用する必要が生じた
時に検討します。

随時検討

・議会広報の発行(平成９年）は、読ま
れる広報誌への努力をします。

平成２２年度
（実施中）

・本会議の庁内中継放送(平成１１年）
を実施してきましたが、インターネッ
ト上の議会中継・録画の配信を検討し
ます。

平成２５年度
（検討中）

・ホームページを開設(平成１２年）し
各種議会情報を提供していますが、会
議録（本会議）、議長交際費、一般質
問各種情報の掲載を検討します。

平成２５年度
（実施中）

・「議長との対話
室」の活発化

・「議長との対話室」を随時開催して
います。要望があれば出前も行いま
す。

平成２２年度
（実施中）

・常任委員会など
の完全公開

・委員会の日程・議題などの周知を図
り、傍聴を呼びかけます。案件や要望
があれば積極的に出前委員会を行いま
す。

平成２２年度
（実施中）

・ナイター議会の
開催と傍聴者への
アンケートの実施

・ナイター議会を開催し(平成１２年か
ら）多くの傍聴者に傍聴いただいてお
り、引き続き開催をします。

平成２２年度
（実施中）

・議場の開放

・模擬議会、子ども議会などを開催
し、住民の意識をより議会に近づける
ため、積極的に各団体へ働きかけま
す。その他の活用についても検討しま
す。

平成２５年度
（実施中）

・町民懇談会の開
催

・議会報告会を兼ねて、町民から議会
に関する意見などを直接聞く、町民懇
談会を年１回開催します。

平成２１年度
（実施中）

（
①
議
会
の
運
営
）

②
町
民
に
開
か
れ
た
議
会

・積極的な情報開
示方策の確立

－　２３　－



区分 検討項目 取り組み内容 年　度

（
②
町
民
に
開
か
れ

た
議
会
）

・傍聴規則の改正

・町民が傍聴しやすく、現状にあった
規則の見直しを行います。歩行困難者
の杖の携行許可、携帯電話の禁止な
ど。
・傍聴者へは議案等を閲覧方式から配
布方式とします。

平成２２年度
（実施済）

・自己研鑽のため、積極的に全員の自
主的学習会を開催し、議員力を高めま
す。

平成２２年度
（実施中）

・グループで、政策等を勉強しあい、
専門実務的な学習活動を行います。
（議員間の討論を検討）

平成２５年度
（検討中）

･地域に溶け込んだ
積極的社会活動

・ボランティア活動とともに、地域活
動を活発化し、様々な場所で常日頃か
ら町民の声を聞く努力を行います。

平成２２年度
（実施中）

・議員定数につい
て

・議員定数の削減・・平成２１年１２
月議会で議員の定数を定める条例の一
部改正を行い、平成22年選挙から議員
定数１５名を３名減じて、１２名とし
ます。

平成２２年度
（実施済）

・議員報酬については現行を維持しま
す。（報酬：議長２９２,０００円、副
議長２３０,０００円、委員長２０４,０
００円、議員１８５,０００円

現行維持
（実施済）

平成２１年度　期末手当の支給割合を
４.４ヶ月分から４.１５ヶ月分へと減。
平成２２年度　期末手当の支給割合を
４.１５ヶ月分から３.９５ヶ月分へと
減。

平成２１年度
平成２２年度
（実施済）

・議員活動の一環として、地方自治法
第９２条に規定されている事項以外に
ついては、議員活動を優先し、配慮、
自粛を行います。

平成２５年度
（実施中）

④
議
員
定
数
等 ・議員報酬につい

て

－　２４　－

③
議
員
活
動
の
向
上
と
倫
理

・議員力の向上

・議員の兼職につ
いて



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   本別町議会  

町民懇談会報告書 
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